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Ⅰ 令和５年度１２月補正予算（案）の趣旨

今回の補正予算（案）は，台風第６号等による被害に対する災害復旧事業に要する経費の

ほか，中小企業支援の拠点として新たに整備する中小企業会館（仮称）の建設に対する支援

に要する経費等を計上することとした。

また，公共事業及び県単公共事業の発注・施工時期の平準化等を図るための債務負担行為

（ゼロ県債，ゼロ国債）等を計上することとした。

このほか，県人事委員会の勧告を受けて，職員の給与改定に要する経費を計上することと

した。

１ 歳入歳出予算

（単位：百万円，％）

令 和 ５ 年 度 令和４年度
区 分 １２月現計 (Ａ)/(Ｂ)

補正前の額 補 正 額 補 正 後(Ａ) (Ｂ)

一 般 会 計 899,667 4,179 903,846 942,146 95.9

（注）端数処理のため，合計は一致しないことがある。以下の表同じ。

（参考）

○財政調整に活用可能な基金残高（令和５年度末見込）………… ２５６億円

令和４年度末残高（２５０億円(決算)）比 ＋６億円

○県債残高（令和５年度末見込）………………………… １兆５，１６９億円

令和４年度末残高（１兆５，５４３億円(決算)）比 △３７４億円

臨時財政対策債等※を除いた残高 １兆３９１億円

令和４年度末残高（１兆４９７億円(決算)）比 △１０６億円

※平成19年度以降の減収補塡債

２ 債務負担行為（主なもの）

（単位：百万円）

区 分 限 度 額

公共・県単公共事業（ゼロ県債） 5,081

公共・県単公共事業（ゼロ国債） 208

指 定 管 理 者 の 更 新 4,548
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Ⅱ １２月補正予算（案）の主な内容

１ 災害復旧対策

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

災 害 復 旧 事 業 ５７７

災 害 復 旧 事 業 の う ち 県 有 施 設 災 害 復 旧 事 業 ５７４

県 有 施 設 災 害 復 旧 事 業 ２４５

災 害 復 旧 調 査 測 量 委 託 事 業 ２３８

２ その他の事業

（単位：百万円）

事 業 名 金 額

小 規 模 対 策 事 業 １２０

中 小 企 業 連 携 組 織 推 進 指 導 事 業 ２００

農 業 開 発 総 合 セ ン タ ー 大 隅 支 場 移 転 ・ 集 約 整 備 事 業 １９６

議 会 事 務 局 運 営 事 業 ３７

３ 債務負担行為

公共事業及び県単公共事業の発注・施工時期の平準化等を図るため，債務負担

行為（ゼロ県債，ゼロ国債）を計上することとした。

また，ジャパンアスリートトレーニングセンター大隅など６施設の令和６年度

以降の管理運営に伴う債務負担行為を計上することとした。

４ 給与改定

県人事委員会の勧告を受けて，給料及び期末・勤勉手当など職員の給与改定に

要する経費を計上することとした。

（単位：百万円）

事 業 名 等 金 額

給 与 改 定 分 （ 人 件 費 ） ３，０４４
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Ⅲ　１２月補正予算（案）の姿

 (Ⅰ)　一 般 会 計

 　１　歳　　入

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 県 税 158,156 0 158,156 17.5

２ 地 方 消 費 税 清 算 金 81,533 0 81,533 9.0

３ 地 方 譲 与 税 31,156 0 31,156 3.4

４ 地 方 特 例 交 付 金 1,043 0 1,043 0.1

５ 地 方 交 付 税 278,233 3,257 281,489 31.1

６ 交通安全対策特別交付金 477 0 477 0.1

７ 分 担 金 及 び 負 担 金 4,766 0 4,766 0.5

８ 使 用 料 及 び 手 数 料 10,857 0 10,857 1.2

９ 国 庫 支 出 金 218,246 471 218,717 24.2

10 財 産 収 入 2,259 0 2,259 0.2

11 寄 附 金 121 0 121 0.0

12 繰 入 金 32,485 0 32,486 3.6

13 繰 越 金 2,000 0 2,000 0.2

14 諸 収 入 11,024 1 11,024 1.2

15 県 債 67,312 450 67,762 7.5

899,667 4,179 903,846 100.0

（注１）計数整理の結果，異動を生じることがある。以下の表同じ。

（注２）表示単位未満四捨五入の関係で各款等の計と合計が一致しない場合がある。以下の表同じ。

款　　　　別 補正前の額 補　正　額

合　      計
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 　２　歳　　出（目的別）

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 議 会 費 1,393 45 1,439 0.2

２ 総 務 費 57,083 165 57,249 6.3

３ 民 生 費 122,568 98 122,666 13.6

４ 衛 生 費 115,724 135 115,859 12.8

５ 労 働 費 2,173 16 2,189 0.2

６ 農 林 水 産 業 費 72,480 377 72,858 8.1

７ 商 工 費 16,755 346 17,100 1.9

８ 土 木 費 85,030 92 85,122 9.4

９ 警 察 費 37,484 474 37,959 4.2

10 教 育 費 182,422 1,881 184,303 20.4

11 災 害 復 旧 費 13,489 548 14,037 1.6

12 公 債 費 112,576 0 112,576 12.5

13 諸 支 出 金 80,290 0 80,290 8.9

14 予 備 費 200 0 200 0.0

899,667 4,179 903,846 100.0合　      計

款　　　　別 補正前の額 補　正　額
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 　３　歳　　出（性質別）

    （単位：百万円，％)

補　正　後

予 算 額 構 成 比

１ 人 件 費 223,566 3,044 226,611 25.1

２ 物 件 費 50,416 67 50,484 5.6

３ 維 持 補 修 費 4,843 0 4,843 0.5

４ 扶 助 費 139,734 0 139,734 15.5

５ 補 助 費 等 201,449 0 201,449 22.3

６ 普 通 建 設 事 業 費 141,641 522 142,163 15.7

(1) 補 助 103,748 0 103,748 11.5

(2) 単 独 37,893 522 38,415 4.3

７ 災 害 復 旧 事 業 費 13,227 545 13,772 1.5

８ 失 業 対 策 事 業 費 0 0 0 0.0

９ 公 債 費 112,173 0 112,173 12.4

10 積 立 金 8,917 0 8,917 1.0

11 出 資 金 1 0 1 0.0

12 貸 付 金 2,586 0 2,586 0.3

13 繰 出 金 913 0 914 0.1

14 予 備 費 200 0 200 0.0

899,667 4,179 903,846 100.0合       計

区　　　　分 補正前の額 補　正　額
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 (Ⅱ)  特 別 会 計
　１　特別会計（企業会計を除く。）

    （単位：百万円)

102 0 102

98 0 98

7,693 5 7,697

264 0 264

63 0 63

262 0 262

202,129 0 202,129

50 0 50

185,395 0 185,395

396,055 5 396,060

（注）端数処理のため，合計と各特別会計の計は必ずしも一致しない。

　※１　補正額53千円

　※２　補正額213千円

　※３　補正額42千円

　※４　補正額11千円

　※５　補正額200千円

国 民 健 康 保 険 事 業

合　      計

港 湾 整 備 事 業

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業

中 小 企 業 支 援 資 金 貸 付 事 業

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 事 業

公 債 管 理

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業

会　　　計　　　名 補正前の額 補　正　額 補　正　後

林業・木材産業改善資金貸付事業

公 共 土 木 用 地 取 得 先 行 事 業 等

※1

※2

※3

※4

※5
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　２　病院事業特別会計

    （単位：百万円)

事 業 収 益 20,228 0 20,228

事 業 費 用 22,255 241 22,496

資 本 的 収 入 1,704 0 1,704

資 本 的 支 出 2,349 0 2,349

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補塡する。

　３　工業用水道事業特別会計

    （単位：百万円)

事 業 収 益 395 0 395

事 業 費 用 407 1 408

資 本 的 収 入 0 0 0

資 本 的 支 出 186 0 186

（注）資本的収支の不足額は，内部留保資金で補塡する。

補　正　額 補正後予算額

区　　　　　分 補正前の額 補　正　額 補正後予算額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出

区　　　　　分 補正前の額

7



(Ⅲ) 公共事業調書

　　公共事業
（単位：百万円，％）

令和４年度
事　　　業　　　名 １２月現計 補正前の額 補　正　額 補正後予算額 伸び率

（Ａ） （Ｂ） (Ｂ)/(Ａ)

道 路 31,663 23,271 0 23,271 73.5

河 川 7,417 3,847 0 3,847 51.9

海 岸 1,231 791 0 791 64.2

砂 防 12,680 8,063 4 8,066 63.6

港 湾 7,295 7,518 0 7,518 103.1

空 港 698 891 0 891 127.7

都 市 計 画 2,150 1,844 0 1,844 85.8

住 宅 2,105 1,993 0 1,993 94.7

直 轄 負 担 金 14,015 10,482 0 10,482 74.8

小　　　計 79,255 58,700 4 58,704 74.1

林 道 2,555 2,403 0 2,403 94.1

治 山 3,936 3,592 0 3,592 91.3

造 林 2,510 1,616 0 1,616 64.4

直 轄 負 担 金 285 232 0 232 81.6

小　　　計 9,285 7,843 0 7,843 84.5

漁 港 5,766 5,029 0 5,029 87.2

沿 岸 漁 場 整 備 1,233 1,032 0 1,032 83.7

直 轄 負 担 金 126 65 0 65 51.2

小　　　計 7,125 6,125 0 6,125 86.0

農 業 農 村 整 備 27,484 24,159 0 24,159 87.9

直 轄 負 担 金 145 190 0 190 131.3

小　　　計 27,629 24,349 0 24,349 88.1

123,294 97,017 4 97,021 78.7

令和５年度
区
分

合　　　　　計

土
　
　
木
　
　
関
　
　
係

林
　
務
　
関
　
係

水
産
関
係

農
政
関
係
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Ⅳ 主な補正の概要
（注） …新規事業

事 業 内 容 予 算 額

千円

１ 災害復旧対策

○ 海岸漂着物地域対策推進事業（廃棄物・リサイクル対策課） 28,700

海岸における良好な景観及び環境の保全を図るため，台風第６号 補正後累計

により漂着した海岸漂着物等の回収・処理を実施する。 53,619

○ 水産技術開発センター災害復旧事業（水産振興課） 33,810

台風第６号により被害を受けた水産技術開発センターの施設等の

復旧を行う。

○ 農業開発総合センター災害復旧事業（経営技術課） 4,204

台風第６号により被害を受けた農業開発総合センターの施設等の

復旧を行う。

○ 畜産試験場災害復旧事業（畜産課） 6,572

台風第６号により被害を受けた畜産試験場の施設等の復旧を行う。

○ 肉用牛改良研究所災害復旧事業（畜産課） 1,858

台風第６号により被害を受けた肉用牛改良研究所の施設等の復旧

を行う。

○ 県有施設災害復旧事業（道路維持課） 244,537

公共土木施設災害復旧事業の対象とならない崩土・落石の除去等 補正後累計

を行う。 375,894

○ 災害復旧調査測量委託事業（河川課） 237,802

公共土木施設災害復旧箇所において，災害査定に係る設計図書作 補正後累計

成のために必要な調査，測量等を行う。 547,802
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 災害関連地域防災がけ崩れ対策事業（公共）（砂防課） 3,500

令和５年７月の大雨により発生したがけ崩れに対処するため，が 補正後累計

け崩れ防止工事を行う市に対し補助を行う。 17,500

・ 対象地区 霧島市榎木ヶ迫地区

○ 庁舎等災害復旧事業（管財課） 6,351

台風第６号により被害を受けた庁舎，公舎等の復旧を行う。

○ 警察施設災害復旧事業（警察本部 会計課） 8,955

台風第６号により被害を受けた警察施設（警察署等）及び交通安

全施設の復旧を行う。

２ その他の事業

○ 大気監視測定機器整備事業（環境保全課） 10,565

県民の生活環境を保全するため，大気環境監視測定に必要な機器 補正後累計

を整備する。 32,449

○ 小規模対策事業（商工政策課） 120,000

本県産業の振興を図るため，商工会連合会等が中小企業支援の拠 補正後累計

点として新たに整備する中小企業会館（仮称）の建設に要する経費 1,998,832

の一部を助成する。

○ 中小企業連携組織推進指導事業（商工政策課） 200,000

本県産業の振興を図るため，中小企業団体中央会等が中小企業支 補正後累計

援の拠点として新たに整備する中小企業会館（仮称）の建設に要す 317,352

る経費の一部を助成する。

○ 病害虫侵入調査・発生予察用モニタリングシステム整備事業 2,825

（経営技術課）

国外等からの病害虫の侵入及びまん延を防止するため，発生予察

及び侵入調査の強化に資する病害虫調査機器を整備する。
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事 業 内 容 予 算 額

千円

○ 農業開発総合センター大隅支場移転・集約整備事業（経営技術課） 196,157

農業開発総合センター大隅支場の機能を吹上・金峰地区及び大隅 補正後累計

加工技術研究センターに移転・集約し，効率的な試験研究体制の整 464,817

備を図る。

○ 事務局運営事業（議会事務局） 37,031

ア 議場等機器設備改修 補正後累計

議会運営に必要な環境整備を図るため，老朽化している本会議 373,293

場音響設備の一部取替修繕を行う。

イ 事務局管理運営

議会庁舎の衛生環境の整備を図るため，トイレの洋式化の改修

を行う。
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